
障害者の福祉施策について

２０２５年５月２３日（金）

愛知県福祉局福祉部障害福祉課
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愛知県の状況（１）
～身体障害者手帳所持者数の推移～

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

１級 71,413 72,174 71,673 71,423 71,613

２級 36,121 35,934 35,581 35,268 35,142

３級 52,874 52,058 52,044 51,250 50,332

４級 52,396 51,972 51,708 51,480 50,972

５級 13,322 13,097 12,738 12,646 12,481

６級 11,606 11,699 11,731 11,691 11,732
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237,732 236,934 235,475 233,758



愛知県の状況（２）
～療育（愛護）手帳所持者数の推移～

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

重度 21,988 22,328 22,871 23,406 24,466

中度 15,861 16,239 16,725 17,226 17,673

軽度 20,054 21,023 22,072 23,248 23,882
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愛知県の状況（３）
～精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移～

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

１級 8,178 8,695 9,302 9,657 10,171

２級 47,258 50,402 55,266 59,790 65,535

３級 19,291 20,236 21,733 22,919 25,063
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障害者優先調達推進法

「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」

障害者就労施設等が供給する物品や役務に対する需要の増進等を図り、就労する障害者等の自立を

促進する。（２０１３年４月施行）

（取組内容）
国、地方公共団体等は、物品等の調達にあたり、優先的に障害者就労施設等から調達するよう努める。
国 ：基本方針の策定
都道府県、市町村：毎年度、調達方針を作成するとともに、調達実績を公表する

※本県の２０２４年度調達目標：過去調達実績最高額（2021年度実績）を上回る

（対象となる障害者就労施設等）
・ 障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業所・施設
・ 障害者を多数雇用している企業
・ 在宅就業障害者等

２０２３年度調達実績 （ ）内は２０２２年度
（発注例）
物品 大会等の記念品、弁当、ユニフォーム など
役務 印刷、清掃、クリーニング、除草作業、

各種データ入力 など

（愛知県の共同受注窓口）
一般社団法人愛知県セルプセンター
一般社団法人愛知県障害者就労共同受注販売センター
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件数（件） 契約額（千円）

愛知県 182（205） 17,511（16,587）

市町村 2,659（2,882）
1,165,920
（1,026,454）



音声コードの普及

○音声コードとは

活字文書を高密度二次元コードに変換したもの

１８㎜角のコード内に日本語約８００文字を記録することが可能

専用読上装置やスマートフォンアプリにより音声に変換する

○本県では、視覚障害者のための情報提供手段の普及に係る基本方針を設け、各種情報提
供手段の導入による合理的配慮の提供を進めている

○ 2017年度以降の県導入目安

毎年各部局が、１つ以上の音声コード導入を図る

（導入済みの部局は前年度実績を上回るよう努める）

２０２３年度導入状況 ： 14局49件 6

（基本方針）
視覚障害者が生活していく上で必要となる情報を下記①～③とし、例示された印刷物等に
音声コード等の導入等、視覚障害者へ合理的配慮の提供に取り組むものとする
①視覚障害者を対象とした施策・制度に関する情報
②県政の全般的な施策・制度、利用施設等に関する情報
③視覚障害者を含め、県民に対して広く周知する情報

（印刷物の例示）
ガイドブック、パンフレット・リーフレット、冊子、通知文書

音声コード 読上装置

http://www.javis.jp/#uniCodeContents


ヘルプマークの普及啓発

○ ヘルプマークとは

・ 義足や人工関節を使用している方、内部障害や難病の方、妊娠初期の方

など、援助や配慮を必要としていることが外見からは分かりにくい方々が、

配慮を必要としていることを周囲に知らせるマーク

・ 東京都が２０１２年１０月に作成

・ ２０１９年７月にＪＩＳ追加及び内閣府ＨＰ追加掲載

○ 全国の導入状況

全４７都道府県で導入済み（２０２１年１０月３１日現在）

○ 本県の取組

・ ２０１８年７月２０日より県内一斉に配布を開始

・ 効果的な普及を図るため、障害のある方と身近に接する市町村と連携して取り組む

・ 「ヘルプマーク普及パートナーシップ制度」
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市町村 ：ヘルプマークの作成、窓口での配布

県 ：ヘルプマークの作成、配布（一部） ＋全県的なヘルプマークの普及啓発


